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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結

累計期間
第60期

会計期間
自平成29年３月１日
至平成29年８月31日

自平成30年３月１日
至平成30年８月31日

自平成29年３月１日
至平成30年２月28日

売上高 （千円） 9,947,716 11,147,100 20,707,214

経常利益 （千円） 265,400 876,886 963,433

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 96,131 549,525 457,080

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 274,679 256,974 995,926

純資産額 （千円） 16,719,685 17,423,446 17,296,397

総資産額 （千円） 23,673,391 25,406,702 25,332,323

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 25.50 148.84 122.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 25.46 － 121.98

自己資本比率 （％） 62.0 60.3 59.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 986,298 538,574 2,158,229

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △370,217 △529,488 △729,716

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △267,767 △200,516 △327,911

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,400,877 5,898,978 6,237,957

 

回次
第60期

第２四半期連結
会計期間

第61期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成29年６月１日
至平成29年８月31日

自平成30年６月１日
至平成30年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.82 73.45

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成30年９月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

４．第61期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の権

利行使期間満了にともない、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国を中心に足元では雇用情勢・所得環境の改善が続いたこ

とに加え、企業収益の回復に連動して設備投資にも持ち直しの動きがみられるようになり、全体としては緩やか

な回復基調が続いております。

わが国経済におきましては、海外経済の回復を背景に輸出の増加が続くとともに、個人消費を中心とした内需

の持ち直しもみられ、景気は回復基調を維持しております。一方で、米国政権の不安定な政策運営や米中の貿易

摩擦など、景気の下振れリスクに注意が必要な状態が続いております。

当社グループの主要な取引先であります自動車産業界におきましては、企業業績は堅調に推移し、今後の設備

投資に対する期待感はあるものの、世界経済の動向、環境対応、国内市場対策など不安要素もあり、予断を許さ

ない状況にあります。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、中期経営計画の達成に向けた新たな取り組みとして、

部門別採算制度の確立を通じて、全員参加型経営を目指すとともに収益性の向上に向けた取り組みを進めており

ます。

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は111億４千７百万円（前年同四半期比12.1％増）、営業

利益は７億１千万円（前年同四半期比461.9％増）、経常利益は８億７千６百万円（前年同四半期比230.4％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億４千９百万円（前年同四半期比471.6％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

当地域におきましては、工具、治具等の売上が堅調に推移したことなどにより、売上高は60億６百万円（前年

同四半期比9.9％増）となりました。また、受注の増加に伴う生産性の改善などにより、セグメント利益は４億６

百万円（前年同四半期比627.0％増）となりました。

②アジア

当地域におきましては、引き続き堅調な中国をはじめ、全てのアジア子会社で増収となり、売上高は32億１千

４百万円（前年同四半期比16.6％増）となりました。

また、全体として材料費高騰により売上原価が増加しているものの、経費削減等による生産性改善を進めた結

果、セグメント利益は２億３千７百万円（前年同四半期比556.3％増）となりました。

③北米・中米

当地域におきましては、自動車産業界の積極的な設備投資が続いており、商品受注が好調に推移した結果、売

上高は10億５千５百万円（前年同四半期比17.0％増）となりました。

一方、製品受注の減少による利益率の悪化の影響などにより、セグメント利益は１千万円（前年同四半期比

22.3％減）となりました。

④オセアニア

当地域におきましては、断熱材の需要が堅調に推移したことなどにより、売上高は６億６千万円（前年同四半

期比5.7％増）となりました。

また、減価償却費などの経費が増加したものの、材料費及び労務費が減少したことなどにより、セグメント利

益は２千２百万円（前年同四半期は４百万円のセグメント損失）となりました。

⑤その他

当地域におきましては、売上高は２億１千万円（前年同四半期比4.8％増）、セグメント利益は１千１百万円

（前年同四半期比774.1％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

①資産

当第２四半期連結会計期間末における総資産は254億６百万円となり、前連結会計年度末と比較して、７千４百

万円増加いたしました。これは主に、現金及び預金が３億９千８百万円減少したものの、有価証券が３億１千２

百万円、電子記録債権が１億７千１百万円それぞれ増加したことなどによるものです。

②負債

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は79億８千３百万円となり、前連結会計年度末と比較して、５

千２百万円減少いたしました。これは主に、短期借入金が４千万円、未払法人税等が３千９百万円それぞれ減少

したことなどによるものです。

③純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産は174億２千３百万円となり、前連結会計年度末と比較して、１億

２千７百万円増加いたしました。これは主に、為替換算調整勘定が３億５千９百万円減少したものの、利益剰余

金が４億５千７百万円増加したことなどによるものであります。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は60.3％となりました。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結

会計年度末と比較して、３億３千８百万円減少し、58億９千８百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は５億３千８百万円（前年同四半期比45.4％減）となりました。

これは主に、売上債権３億７千３百万円、たな卸資産２億４千８百万円がそれぞれ増加したものの、税金等調

整前四半期純利益８億８千４百万円、減価償却費４億７千万円となったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は５億２千９百万円（前年同四半期比43.0％増）となりました。

これは主に、定期預金の預入による支出２億５千万円、有形固定資産の取得による支出２億３千５百万円など

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は２億円（前年同四半期比25.1％減）となりました。

これは主に、配当金の支払額９千２百万円、自己株式の取得による支出７千４百万円、長期借入金の返済によ

る支出６千万円などによるものであります。

 

(4)　経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(5)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は５千３百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

（注）平成30年５月23日開催の第60回定時株主総会決議により、平成30年９月１日付で普通株式５株を１株とする株式併

合を実施いたしました。これにより、発行可能株式総数は、40,000,000株減少し、10,000,000株となっておりま

す。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成30年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年10月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,533,891 4,306,778
名古屋証券取引所

市場第二部

　単元株式数

　1,000株

　（提出日現

在　は100株）

計 21,533,891 4,306,778 － －

（注）平成30年５月23日開催の第60回定時株主総会決議により、平成30年９月１日付で普通株式５株を１株とする株式併

合を実施するとともに単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。これにより、発行済株式総数は、

17,227,113株減少し、4,306,778株となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年６月１日～

平成30年８月31日
－ 21,533,891 － 2,882,016 － 4,132,557

（注）平成30年５月23日開催の第60回定時株主総会決議により、平成30年９月１日付で普通株式５株を１株とする株式併

合を実施いたしました。これにより、発行済株式総数は、17,227,113株減少し、4,306,778株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

  平成30年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

Ｃ．Ｉ．Ｆ．ＨＯＬＤＩＮＧ株式会社 東京都渋谷区東１丁目２番20号　1204号 1,200 5.57

有限会社シーマックス 愛知県豊田市吉原町平子26番地 1,150 5.34

株式会社晃永 東京都品川区南大井６丁目17番１号 1,050 4.87

森　誠 愛知県豊田市 950 4.41

富士精工従業員持株会 愛知県豊田市吉原町平子26番地 613 2.84

株式会社大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３丁目98番地 558 2.59

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 461 2.14

森　仁志 愛知県安城市 447 2.07

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 386 1.79

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 313 1.45

計 － 7,130 33.11

 
　（注）上記以外に当社所有の自己株式3,073千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合14.27％）があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 3,073,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　18,296,000 18,296 －

単元未満株式 普通株式　　 164,891 － －

発行済株式総数 21,533,891 － －

総株主の議決権 － 18,296 －

 
　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式948株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

富士精工株式会社
愛知県豊田市吉原町

平子26番地
3,073,000 ― 3,073,000 14.27

計 － 3,073,000 ― 3,073,000 14.27

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年６月１日から平

成30年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年３月１日から平成30年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,872,156 5,473,985

受取手形及び売掛金 3,790,405 3,918,821

電子記録債権 1,265,752 1,437,089

有価証券 598,956 911,735

商品及び製品 1,418,554 1,497,726

仕掛品 618,872 678,763

原材料及び貯蔵品 419,609 453,080

繰延税金資産 219,952 219,309

その他 284,669 259,705

貸倒引当金 △75,330 △71,196

流動資産合計 14,413,599 14,779,019

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,298,902 2,203,544

機械装置及び運搬具（純額） 3,749,382 3,679,735

土地 1,488,382 1,456,856

建設仮勘定 64,067 39,033

その他（純額） 167,175 164,643

有形固定資産合計 7,767,910 7,543,813

無形固定資産 249,739 223,206

投資その他の資産   

投資有価証券 2,347,060 2,335,205

長期貸付金 2,818 2,665

繰延税金資産 406,820 372,250

その他 176,132 182,298

貸倒引当金 △31,758 △31,758

投資その他の資産合計 2,901,073 2,860,662

固定資産合計 10,918,723 10,627,682

資産合計 25,332,323 25,406,702
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,373,793 1,362,608

短期借入金 456,040 415,608

1年内返済予定の長期借入金 123,690 86,287

未払法人税等 276,321 237,217

賞与引当金 129,004 162,393

その他 1,360,299 1,478,108

流動負債合計 3,719,151 3,742,224

固定負債   

長期借入金 164,041 135,961

繰延税金負債 29,321 27,628

退職給付に係る負債 3,935,636 3,898,168

その他 187,774 179,273

固定負債合計 4,316,774 4,241,031

負債合計 8,035,925 7,983,256

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,882,016 2,882,016

資本剰余金 4,144,550 4,162,607

利益剰余金 9,572,276 10,029,608

自己株式 △861,780 △875,311

株主資本合計 15,737,062 16,198,921

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 577,107 569,944

為替換算調整勘定 158,376 △201,488

退職給付に係る調整累計額 △1,340,495 △1,242,164

その他の包括利益累計額合計 △605,011 △873,709

新株予約権 20,800 －

非支配株主持分 2,143,546 2,098,234

純資産合計 17,296,397 17,423,446

負債純資産合計 25,332,323 25,406,702
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

売上高 9,947,716 11,147,100

売上原価 7,909,707 8,523,801

売上総利益 2,038,009 2,623,299

販売費及び一般管理費 ※１ 1,911,579 ※１ 1,912,896

営業利益 126,429 710,402

営業外収益   

受取利息 17,960 24,807

受取配当金 12,587 15,253

持分法による投資利益 54,556 57,632

為替差益 11,923 6,133

その他 52,367 71,044

営業外収益合計 149,395 174,871

営業外費用   

支払利息 7,370 5,936

売上割引 236 286

その他 2,817 2,165

営業外費用合計 10,424 8,387

経常利益 265,400 876,886

特別利益   

固定資産売却益 860 1,298

投資有価証券売却益 4,611 －

新株予約権戻入益 2,928 12,040

特別利益合計 8,400 13,338

特別損失   

固定資産除売却損 4,799 6,174

災害による損失 ※２ 164 －

特別損失合計 4,963 6,174

税金等調整前四半期純利益 268,837 884,050

法人税、住民税及び事業税 174,148 269,425

法人税等調整額 △21,593 1,033

法人税等合計 152,555 270,459

四半期純利益 116,281 613,590

非支配株主に帰属する四半期純利益 20,150 64,064

親会社株主に帰属する四半期純利益 96,131 549,525
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

四半期純利益 116,281 613,590

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △22,210 △7,162

為替換算調整勘定 △11,255 △454,779

退職給付に係る調整額 115,250 102,138

持分法適用会社に対する持分相当額 76,613 3,187

その他の包括利益合計 158,397 △356,615

四半期包括利益 274,679 256,974

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 268,738 280,828

非支配株主に係る四半期包括利益 5,940 △23,853
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 268,837 884,050

減価償却費 507,021 470,787

持分法による投資損益（△は益） △54,556 △57,632

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 70,335 △3,832

賞与引当金の増減額（△は減少） 31,030 33,388

貸倒引当金の増減額（△は減少） △165 △1,398

受取利息及び受取配当金 △30,548 △40,061

支払利息 7,370 5,936

有形固定資産除売却損益（△は益） 3,939 4,875

投資有価証券売却損益（△は益） △4,611 －

災害損失 164 －

売上債権の増減額（△は増加） △11,016 △373,426

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,825 △248,737

仕入債務の増減額（△は減少） △76,642 24,109

その他 104,791 58,415

小計 813,123 756,475

利息及び配当金の受取額 82,014 107,811

利息の支払額 △7,337 △5,907

災害損失の支払額 △21,036 －

法人税等の支払額 △9,551 △319,804

法人税等の還付額 129,086 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 986,298 538,574

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △250,358

有価証券の取得による支出 △67,838 △148,248

有価証券の売却及び償還による収入 203,533 113,158

有形固定資産の取得による支出 △483,185 △235,147

有形固定資産の売却による収入 1,938 2,023

貸付けによる支出 △63 △153

貸付金の回収による収入 1,015 342

その他 △25,617 △11,105

投資活動によるキャッシュ・フロー △370,217 △529,488

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △41,664 △37,000

長期借入金の返済による支出 △87,063 △60,379

自己株式の売却による収入 23,310 70,737

自己株式の取得による支出 △86,742 △74,970

配当金の支払額 △57,023 △92,146

非支配株主への配当金の支払額 △14,306 △4,656

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4,277 △2,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △267,767 △200,516

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,636 △147,549

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 340,677 △338,979

現金及び現金同等物の期首残高 5,060,199 6,237,957

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,400,877 ※ 5,898,978
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年３月１日

　　至 平成29年８月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年３月１日

　　至 平成30年８月31日）

役員報酬 73,813千円 67,281千円

給料手当 840,984 831,266

賞与引当金繰入額 50,884 50,597

退職給付費用 103,183 58,773

減価償却費 67,457 60,994

研究開発費 38,110 53,488

 

※２　災害による損失

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日）

　平成28年４月に発生した熊本地震により被害を受けた当社の熊本工場の建屋及び機械設備に関する修繕費

等を計上しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年３月１日　至　平成30年８月31日）

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年３月１日
至 平成30年８月31日）

現金及び預金勘定 4,833,009千円 5,473,985千円

有価証券（ＭＭＦ等） 567,867 675,351

預入期間が３カ月を超える定期預金 － △250,358

現金及び現金同等物 5,400,877 5,898,978

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月25日
定時株主総会

普通株式 56,755 ３ 平成29年２月28日 平成29年５月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月11日
取締役会

普通株式 56,153 ３ 平成29年８月31日 平成29年11月13日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年３月１日　至　平成30年８月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月23日
定時株主総会

普通株式 92,193 ５ 平成30年２月28日 平成30年５月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月10日
取締役会

普通株式 92,299 ５ 平成30年８月31日 平成30年11月12日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成29年３月１日　至平成29年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
5,463,655 2,756,580 902,263 624,548 9,747,048 200,667 9,947,716 － 9,947,716

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

944,231 365,876 － － 1,310,108 8,704 1,318,812 △1,318,812 －

計 6,407,886 3,122,457 902,263 624,548 11,057,157 209,371 11,266,528 △1,318,812 9,947,716

セグメント利益

又は損失（△）
55,859 36,152 13,726 △4,863 100,874 1,328 102,203 24,225 126,429

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

　　 ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　 ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成30年３月１日　至平成30年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
6,006,668 3,214,489 1,055,259 660,400 10,936,818 210,281 11,147,100 － 11,147,100

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,029,679 357,237 7,165 1,590 1,395,672 11,111 1,406,784 △1,406,784 －

計 7,036,348 3,571,727 1,062,424 661,991 12,332,491 221,393 12,553,884 △1,406,784 11,147,100

セグメント利益 406,093 237,254 10,665 22,604 676,617 11,615 688,233 22,169 710,402
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

　　 ２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年３月１日
至　平成30年８月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 25円50銭 148円84銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
96,131 549,525

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
96,131 549,525

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,770 3,692

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 25円46銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 5 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

── ──

（注）１　当社は、平成30年９月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額を算定しております。

（注）２　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の権利行使

期間満了にともない、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、平成30年10月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

 

１．自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への利益還元と資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行をはかるた

め、自己株式の取得を行うものであります。

 

２．取得に係る事項の内容

(1)取得対象株式の種類　　　　当社普通株式

(2)取得し得る株式の総数　　　４万５千株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.22％）

(3)株式の取得価額の総額　　　100百万円（上限）

(4)取得期間　　　　　　　　　平成30年10月11日～平成31年２月21日

(5)取得方法　　　　　　　　　市場買付け

 

（株式併合及び単元株式数の変更）

　当社は、平成30年４月11日開催の取締役会において、平成30年５月23日開催の第60回定時株主総会に、株式

併合及び単元株式数の変更について付議することを決議し、同株主総会において承認可決され、平成30年９月１

日でその効力が発生しております。

 

(1)株式併合及び単元株式数の変更の目的

全国証券取引所では、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、平成30年10月１日までに上場する

国内会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

当社は、名古屋証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社の単元株式数を1,000株から

100株に変更するとともに、単元株式数の変更後において証券取引所が望ましいとする投資単位の水準（５万

円以上50万円未満）とすることを目的として、当社株式について５株を１株とする株式併合を実施するもの

であります。

(2)株式併合の内容

①株式併合する株式の種類

普通株式

②株式併合の方法・比率

平成30年９月１日をもって、平成30年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主の所有株式５株につき

１株の割合で併合いたしました。

③株式併合により減少する株式数（平成30年８月31日現在）

株式併合前の発行済株式総数 21,533,891株

株式併合により減少する株式数 17,227,113株

株式併合後の発行済株式総数 4,306,778株
 

（注）「株式併合により減少する株式」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株式総

数及び併合割合に基づき算出した理論値であります。

(3)１株未満の端数が生じる場合の処理

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合は、会社法の定めに基づき、一括して当社が買取り、

その代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

(4)単元株式数の変更の内容

株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

(5)変更日

平成30年９月１日

(6)１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。
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２【その他】

平成30年10月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………92,299千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年11月12日

（注） 平成30年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年10月10日

富士精工株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 澤田　吉孝　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 池ケ谷　正　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士精工株式会

社の平成30年３月１日から平成31年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年６月１日から平成

30年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年３月１日から平成30年８月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士精工株式会社及び連結子会社の平成30年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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